
空き家を地域の資源として位置づけ、多様な利活用や流通を促進すること
により、地域の活性化を図ります。基本方針 2

●所有者責任の明確化・
 管理意識の啓発
●通報・相談窓口の設置
●民間団体等と連携した
 合同相談会の実施
●空き家講習会・
 セミナー等の実施 など

●管理不全空き家への対策
●特定空家等に対する措置
●空き家の除却補助等の検討
●計画的な空き家実態調査の実施
●空き家データベースの運用
●関係機関・団体と連携した対応
●他法令による措置　など

●空き家バンクによる流通促進
●市の施策と連携した
 リフォーム補助等の検討
●地域等による空き家の活用
●空き家の除却及び除却後の
 跡地利用の検討　など

空き家の流通
及び利活用の促進

2017年（平成29年）3月に「第１期福島市空家等対策計画」を策定し、
「空家等発生予防」、「空き家の把握と連携体制構築」、「管理不全の空家
等への対策」、「空き家の利活用の促進」を基本目標に、空き家対策の取
り組みを推進してきました。
第１期計画策定から５年が経過し、これまでの社会情勢の変化や新た
な課題等に対応した、より実効性のある空き家対策を展開するため、
「第２期福島市空家等対策計画」を策定しました。

福島市
空家等対策計画

概要版[ 各主体の役割 ]

基本目標１
管理不全
空き家への対策

基本目標 2 基本目標 3

空き家の発生抑制を推進するとともに、適切に管理されていない空き家へ
の対策を強化し、安心安全なまちづくりを目指します。

主な施策の内容

空 家 等 特定空家等
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行政指導 行政処分

管理不全の
空家等に対する
措置フロー図

空き家の発生抑制 空き家の流通及び利活用の促進管理不全空き家への対策

福島市の空き家対策の課題
各実態調査、現状と将来予測、第1期計画で実施した施策の結果を踏まえ、福島市の空き家対策の課題を5つ抽出しました。

抽出された
5つの課題

実態
調査

現状 将来
予測

第1期
計画

課題１ 利用目的のない空き家数の増加

課題2 管理不全空き家の通報・苦情への対応

課題3 相続や売却等による問題解決が停滞するケースが顕在化
課題4 空き家バンクの認知度向上の必要性
課題5 除却・利活用を促す取り組みの必要性

５
つ
の
課
題 

５
つ
の
課
題 

●空き家情報の提供　●良好な地域生活環境の保全協力
●空き家の地域での利活用地域の役割

●空き家の適正な管理への対応
●空き家の解消・利活用の協力
●市場流通化の促進への協力

◆市長（会長）
◆有識者
　（法務、不動産、建築、都市・地域政策）
◆住民自治
　（市自治振興協議会、町内会連合会）
◆行政（福島地方法務局、福島市）

○空家等対策計画の策定・改定・実施
○特定空家等に関する措置
○その他空き家対策
　の実施　など

●空家等対策計画の策定
●空き家に関する相談窓口の設置
●空き家等に関する対策の実施
●対策の実施に関する支援

行政の役割関係団体の役割

情報提供・技術的支援・市場流通化促進

空き家対策の実現に向けて！

空き家対策の実施体制

[庁内組織体制 ][ 福島市空家等対策協議会 ]

[ 福島市における空き家等対策に関する連携協定の概要 ]

《委員》
♦副市長
♦関係部長
（危機管理、政策調整、財務、商工観光、農政、
市民・文化スポーツ、環境、建設、都市政策、消防）

地域共創課　財政課　資産税課
開発建築指導課　予防課

危機管理室　財政課　資産税課　納税課
環境課　ごみ減量推進課　路政課　道路保全課
都市計画課　開発建築指導課　予防課

地域共創課　財政課　産業雇用政策課
商工業振興課　企業立地課　観光交流推進室
農業企画課　定住交流課　都市計画課
開発建築指導課

福島市空き家等対策庁内検討委員会委員 第2期
福島市空家等
対策計画

基本目標
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発生抑制

管理不全
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利活用の促進

相互協力

福島市

福島市特定空家等に関するガイドライン

特定空家等に該当するか否かの判断

（令和 3年度）

所有者等の役割

●空き家の適正な管理
●空き家化の予防
●管理不全状態の防止・解消
●空き家の解消・利活用
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第2期

行政 福島市

金融 東邦銀行 法務福島県弁護士会福島支部

法務福島県司法書士会

法務福島県行政書士会

不動産福島県土地家屋調査士会

不動産福島県不動産鑑定士協会

福祉 福島市シルバー人材センター

建築 福島県建築士会福島支部

不動産 全日本不動産協会福島県本部

不動産 福島県宅地建物取引業協会福島支部

相
互
連
携
・
協
力

関係機関が連携・地域一体となった空き家等対策の推進
◆市民啓発　◆市民等相談　◆売却・賃借　◆維持管理　◆リフォーム・耐震化　◆不動産評価
◆所有者等啓発　◆相続・登記　◆除却・跡地利用　◆除草・伐採　◆住宅診断　◆資金調達

取組事項
市民や所有者等への啓発・相談等
空き家等の流通及び活用の促進
空き家等対策に関する情報共有・発信
空き家等の発生予防や適正管理の推進
空き家等の権利関係に関する相談等

締結後の具体的な取組み(例)
●合同「空き家相談会」の開催
●相談等に対する円滑な取次ぎ・紹介
●各団体の取組みの相互発信　など

基本方針１

空き家の発生抑制

情報提供
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●福島市における空き家等対策に関する
 連携協定の締結
●空き家の合同相談会、
 シンポジウム・セミナー等の実施

空き家の把握と連携体制構築

●管理不全空き家への対応
●特定空家等に対する対応

管理不全の空家等への対策

●空き家に関する通報・相談
●パンフレットの作成・所有者への啓発

空家等発生予防

●福島市空き家バンクの
 構築・運用
●国の補助事業を活用した
 空き家の除却・利活用

空き家の利活用の促進

計画の目的 福島市の空き家の実態

福島市の空き家の現状と将来予測

対象になる空き家

計画の目的
「第１期福島市空家等対策計画」策定から
５年が経過し、これまでの社会情勢の変化
や新たな課題等に対応した、より実効性の
ある空き家対策を展開することを目的とし
ます。

2015年に全面施行され、空き家の定義、所有者や市町村長の責務、自治体の役割や対応に
ついて記されています。

　空家等の所有者又は管理者は、周辺
の生活環境に悪影響を及ぼさないよう
に、適切な管理に努める。

◆計画期間　2022年度～ 2026年度
 までの5年間
◆対象地域　福島市内全域

空家等（法第２条第１項）　

特定空家等（法第２条第2項）　
❶著しく保安上危険となるおそれのある状態
❷著しく衛生上有害となるおそれのある状態
❸著しく景観を損なっている状態
❹その他放置することが不適切である状態

年間を通して日常的に利用されていない
建物で、敷地や立木を含みます。

column
コラム

空家等対策の推進に関する特別措置法とは？

所有者等の責務法３条

　特定空家等に対して、除却や修繕等
の助言又は指導、勧告、命令が可能。
さらに行政代執行により強制執行が
可能。

特定空家等に
対する措置法14条

　市町村長は国
の基本指針に即
した、空家等対
策計画を策定、
協議会を設置。

計画の策定と
協議会の設置法6･7条

住宅・土地統計調査とは、総務省統計局が５年
ごとに行う調査です。
なお、この調査結果は抽出調査による推定値で、
実数値とは異なります。

column
コラム

住宅・土地統計調査

[2021年度]
福島市空き家
調査の対象
市内の全地域を対象区域とし、すべての建物用途
区分を調査対象としました。

現 状
福島市の空き家数は、2018年に行
われた住宅・土地統計調査では、
2013年調査と比較して1,230戸
増加しました。これは、東日本大震
災による除染作業の終了等により、
空き家に居住していた世帯が転居し
たためと考えられます。
一方で、空き家率は、2013年から
2018年にかけて横ばいで推移して
おり、住宅総数の伸び（107.1％）
と空き家数の伸び（107.8％）がほ
ぼ同率であったことが原因と考えら
れます。また、住宅総数の増加は、
東日本大震災による避難者が、本市
に定住するため、居住を建築したこ
とも一因と考えられます。

将　来
将来的な空き家数、空き家率の予測では、2030年に空き家数は22,909
戸、空き家率は15.1％となり、今後も増加していくことが予想されます。

調査方法
住宅地図事業者が収集している「空家又は空き家
と判断できる情報」を基に、現地調査を行い、外
観目視による管理状態及び老朽度の判定を行いま
した。

調査結果
空き家数が最も多いのは飯坂、次いで本庁、清水
となっています。対象となる建築物数の多い地区
は空き家数も多くなっています。一方、空き家率
は茂庭が最も高く、次いで土湯温泉町、飯野と
なっています。

調査結果 今後の利用意向

空き家にしておく理由（上位10項目）

空き家所有者実態調査では、空き家の今後の利用
意向について、「空き家にしておく（物置を含む）」
が28.0％となりました。
空き家にしておく理由として「物置として必要」が
60.3％と最も多く、「解体費用をかけたくない」が
46.9％、「さら地にしても使い道がない」が36.7％
となりました。

2019年に国が行った空き家所有者実態調査から、空き家の状態や管理の状況、今後の利用意向について確認しました。

実態調査

第1期計画

［2019年度］空き家所有者実態調査

予　測
住宅総数 空き家数 空き家率

（出典：第2期福島市空家等対策計画）

増加傾向

市

福島県
住生活
基本計画

整合

空家等対策の推進に関する特別措置法
空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する
ための基本的な指針【空き家法第５条】

整合

第6次福島市総合計画

福
島
県
住
生
活
基
本
計
画都市計画等の

関連計画
福島市住宅
マスタープラン

国

第2期福島市空家等対策計画
連携

■ 適正に管理されている
■ 状態等に問題ないもの
■ 一部破損等が見られるもの
■ 著しく破損等が見られるもの
■ 詳細不明

■ 売却
■ 賃貸
■ 寄付・贈与
■ 住む（リフォームまたは
 建て替えて住む場合を含む）
■ 取り壊す
■ セカンドハウスなどとして利用
■ 空き家にしておく（物置を含む）
■ 不明
■ 不詳

物置として必要

解体費用をかけたくない

さら地にしても使い道がない

好きなときに利用や処分ができなくなる

住宅の質の古さ（古い、狭いなど）

将来自分や親族が使うかもしれない

取り壊すと固定資産税が高くなる

特に困っていない

リフォーム費用をかけたくない

仏壇など他に保管場所がないものがある

外観目視による判定結果

地　区 建築物数(棟) 空き家数(棟) 空き家率(%)
本　庁
渡　利
杉　妻
蓬　萊
清　水
東　部
北　信
信　陵
吉井田
西

土湯温泉町
立子山
飯　坂
松　川
信　夫
吾　妻
飯　野
茂　庭
総　数

上位計画

個別計画

整合

県

動物の棲みつき！

ゴミの
不法投棄！

草
木
の
繁
茂
！

不審者の侵入！

部
材
の
飛
散
！

住宅・土地統計調査 空き家実態調査

空き家の集計方法の違い

【例】集合住宅（１棟９戸）の３戸が空室の場合

［住宅・土地統計調査］

住宅数 ９戸
空き家数 ３戸
空き家率 ３３％

建築物数 １棟
空き家数 ０棟
空き家率 ０％

戸数 で集計

［空き家実態調査］
棟数 で集計

（出典：第2期福島市空家等対策計画）

（出典：第2期福島市空家等対策計画）
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※❶❷は、将来その状態になることが予想される場合を含む
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第1期計画で実施した施策
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福島市空き家
調査の対象
市内の全地域を対象区域とし、すべての建物用途
区分を調査対象としました。

現 状
福島市の空き家数は、2018年に行
われた住宅・土地統計調査では、
2013年調査と比較して1,230戸
増加しました。これは、東日本大震
災による除染作業の終了等により、
空き家に居住していた世帯が転居し
たためと考えられます。
一方で、空き家率は、2013年から
2018年にかけて横ばいで推移して
おり、住宅総数の伸び（107.1％）
と空き家数の伸び（107.8％）がほ
ぼ同率であったことが原因と考えら
れます。また、住宅総数の増加は、
東日本大震災による避難者が、本市
に定住するため、居住を建築したこ
とも一因と考えられます。

将　来
将来的な空き家数、空き家率の予測では、2030年に空き家数は22,909
戸、空き家率は15.1％となり、今後も増加していくことが予想されます。

調査方法
住宅地図事業者が収集している「空家又は空き家
と判断できる情報」を基に、現地調査を行い、外
観目視による管理状態及び老朽度の判定を行いま
した。

調査結果
空き家数が最も多いのは飯坂、次いで本庁、清水
となっています。対象となる建築物数の多い地区
は空き家数も多くなっています。一方、空き家率
は茂庭が最も高く、次いで土湯温泉町、飯野と
なっています。

調査結果 今後の利用意向

空き家にしておく理由（上位10項目）

空き家所有者実態調査では、空き家の今後の利用
意向について、「空き家にしておく（物置を含む）」
が28.0％となりました。
空き家にしておく理由として「物置として必要」が
60.3％と最も多く、「解体費用をかけたくない」が
46.9％、「さら地にしても使い道がない」が36.7％
となりました。

2019年に国が行った空き家所有者実態調査から、空き家の状態や管理の状況、今後の利用意向について確認しました。

実態調査

第1期計画

［2019年度］空き家所有者実態調査

予　測
住宅総数 空き家数 空き家率

（出典：第2期福島市空家等対策計画）
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第2期福島市空家等対策計画
連携

■ 適正に管理されている
■ 状態等に問題ないもの
■ 一部破損等が見られるもの
■ 著しく破損等が見られるもの
■ 詳細不明

■ 売却
■ 賃貸
■ 寄付・贈与
■ 住む（リフォームまたは
 建て替えて住む場合を含む）
■ 取り壊す
■ セカンドハウスなどとして利用
■ 空き家にしておく（物置を含む）
■ 不明
■ 不詳

物置として必要

解体費用をかけたくない

さら地にしても使い道がない

好きなときに利用や処分ができなくなる

住宅の質の古さ（古い、狭いなど）

将来自分や親族が使うかもしれない

取り壊すと固定資産税が高くなる

特に困っていない

リフォーム費用をかけたくない

仏壇など他に保管場所がないものがある

外観目視による判定結果

地　区 建築物数(棟) 空き家数(棟) 空き家率(%)
本　庁
渡　利
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清　水
東　部
北　信
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吉井田
西

土湯温泉町
立子山
飯　坂
松　川
信　夫
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飯　野
茂　庭
総　数
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住宅・土地統計調査 空き家実態調査

空き家の集計方法の違い

【例】集合住宅（１棟９戸）の３戸が空室の場合

［住宅・土地統計調査］

住宅数 ９戸
空き家数 ３戸
空き家率 ３３％

建築物数 １棟
空き家数 ０棟
空き家率 ０％

戸数 で集計

［空き家実態調査］
棟数 で集計

（出典：第2期福島市空家等対策計画）
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●福島市における空き家等対策に関する
 連携協定の締結
●空き家の合同相談会、
 シンポジウム・セミナー等の実施

空き家の把握と連携体制構築

●管理不全空き家への対応
●特定空家等に対する対応

管理不全の空家等への対策

●空き家に関する通報・相談
●パンフレットの作成・所有者への啓発

空家等発生予防

●福島市空き家バンクの
 構築・運用
●国の補助事業を活用した
 空き家の除却・利活用

空き家の利活用の促進

計画の目的 福島市の空き家の実態

福島市の空き家の現状と将来予測

対象になる空き家

計画の目的
「第１期福島市空家等対策計画」策定から
５年が経過し、これまでの社会情勢の変化
や新たな課題等に対応した、より実効性の
ある空き家対策を展開することを目的とし
ます。

2015年に全面施行され、空き家の定義、所有者や市町村長の責務、自治体の役割や対応に
ついて記されています。

　空家等の所有者又は管理者は、周辺
の生活環境に悪影響を及ぼさないよう
に、適切な管理に努める。

◆計画期間　2022年度～ 2026年度
 までの5年間
◆対象地域　福島市内全域

空家等（法第２条第１項）　

特定空家等（法第２条第2項）　
❶著しく保安上危険となるおそれのある状態
❷著しく衛生上有害となるおそれのある状態
❸著しく景観を損なっている状態
❹その他放置することが不適切である状態

年間を通して日常的に利用されていない
建物で、敷地や立木を含みます。
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空家等対策の推進に関する特別措置法とは？

所有者等の責務法３条

　特定空家等に対して、除却や修繕等
の助言又は指導、勧告、命令が可能。
さらに行政代執行により強制執行が
可能。

特定空家等に
対する措置法14条

　市町村長は国
の基本指針に即
した、空家等対
策計画を策定、
協議会を設置。

計画の策定と
協議会の設置法6･7条

住宅・土地統計調査とは、総務省統計局が５年
ごとに行う調査です。
なお、この調査結果は抽出調査による推定値で、
実数値とは異なります。
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住宅・土地統計調査

[2021年度]
福島市空き家
調査の対象
市内の全地域を対象区域とし、すべての建物用途
区分を調査対象としました。

現 状
福島市の空き家数は、2018年に行
われた住宅・土地統計調査では、
2013年調査と比較して1,230戸
増加しました。これは、東日本大震
災による除染作業の終了等により、
空き家に居住していた世帯が転居し
たためと考えられます。
一方で、空き家率は、2013年から
2018年にかけて横ばいで推移して
おり、住宅総数の伸び（107.1％）
と空き家数の伸び（107.8％）がほ
ぼ同率であったことが原因と考えら
れます。また、住宅総数の増加は、
東日本大震災による避難者が、本市
に定住するため、居住を建築したこ
とも一因と考えられます。

将　来
将来的な空き家数、空き家率の予測では、2030年に空き家数は22,909
戸、空き家率は15.1％となり、今後も増加していくことが予想されます。

調査方法
住宅地図事業者が収集している「空家又は空き家
と判断できる情報」を基に、現地調査を行い、外
観目視による管理状態及び老朽度の判定を行いま
した。

調査結果
空き家数が最も多いのは飯坂、次いで本庁、清水
となっています。対象となる建築物数の多い地区
は空き家数も多くなっています。一方、空き家率
は茂庭が最も高く、次いで土湯温泉町、飯野と
なっています。

調査結果 今後の利用意向

空き家にしておく理由（上位10項目）

空き家所有者実態調査では、空き家の今後の利用
意向について、「空き家にしておく（物置を含む）」
が28.0％となりました。
空き家にしておく理由として「物置として必要」が
60.3％と最も多く、「解体費用をかけたくない」が
46.9％、「さら地にしても使い道がない」が36.7％
となりました。

2019年に国が行った空き家所有者実態調査から、空き家の状態や管理の状況、今後の利用意向について確認しました。

実態調査

第1期計画

［2019年度］空き家所有者実態調査

予　測
住宅総数 空き家数 空き家率

（出典：第2期福島市空家等対策計画）
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第2期福島市空家等対策計画
連携

■ 適正に管理されている
■ 状態等に問題ないもの
■ 一部破損等が見られるもの
■ 著しく破損等が見られるもの
■ 詳細不明

■ 売却
■ 賃貸
■ 寄付・贈与
■ 住む（リフォームまたは
 建て替えて住む場合を含む）
■ 取り壊す
■ セカンドハウスなどとして利用
■ 空き家にしておく（物置を含む）
■ 不明
■ 不詳

物置として必要

解体費用をかけたくない

さら地にしても使い道がない

好きなときに利用や処分ができなくなる

住宅の質の古さ（古い、狭いなど）

将来自分や親族が使うかもしれない

取り壊すと固定資産税が高くなる

特に困っていない

リフォーム費用をかけたくない

仏壇など他に保管場所がないものがある

外観目視による判定結果

地　区 建築物数(棟) 空き家数(棟) 空き家率(%)
本　庁
渡　利
杉　妻
蓬　萊
清　水
東　部
北　信
信　陵
吉井田
西

土湯温泉町
立子山
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吾　妻
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住宅・土地統計調査 空き家実態調査

空き家の集計方法の違い

【例】集合住宅（１棟９戸）の３戸が空室の場合

［住宅・土地統計調査］

住宅数 ９戸
空き家数 ３戸
空き家率 ３３％

建築物数 １棟
空き家数 ０棟
空き家率 ０％

戸数 で集計

［空き家実態調査］
棟数 で集計

（出典：第2期福島市空家等対策計画）
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空き家を地域の資源として位置づけ、多様な利活用や流通を促進すること
により、地域の活性化を図ります。基本方針 2

●所有者責任の明確化・
 管理意識の啓発
●通報・相談窓口の設置
●民間団体等と連携した
 合同相談会の実施
●空き家講習会・
 セミナー等の実施 など

●管理不全空き家への対策
●特定空家等に対する措置
●空き家の除却補助等の検討
●計画的な空き家実態調査の実施
●空き家データベースの運用
●関係機関・団体と連携した対応
●他法令による措置　など

●空き家バンクによる流通促進
●市の施策と連携した
 リフォーム補助等の検討
●地域等による空き家の活用
●空き家の除却及び除却後の
 跡地利用の検討　など

空き家の流通
及び利活用の促進

2017年（平成29年）3月に「第１期福島市空家等対策計画」を策定し、
「空家等発生予防」、「空き家の把握と連携体制構築」、「管理不全の空家
等への対策」、「空き家の利活用の促進」を基本目標に、空き家対策の取
り組みを推進してきました。
第１期計画策定から５年が経過し、これまでの社会情勢の変化や新た
な課題等に対応した、より実効性のある空き家対策を展開するため、
「第２期福島市空家等対策計画」を策定しました。

福島市
空家等対策計画

概要版[ 各主体の役割 ]

基本目標１
管理不全
空き家への対策

基本目標 2 基本目標 3

空き家の発生抑制を推進するとともに、適切に管理されていない空き家へ
の対策を強化し、安心安全なまちづくりを目指します。

主な施策の内容

空 家 等 特定空家等

代 

執 

行

命

　令

勧

　告

助
言
・
指
導

適
正
管
理
依
頼

現
地
調
査
等

情
報
提
供

行政指導 行政処分

管理不全の
空家等に対する
措置フロー図

空き家の発生抑制 空き家の流通及び利活用の促進管理不全空き家への対策

福島市の空き家対策の課題
各実態調査、現状と将来予測、第1期計画で実施した施策の結果を踏まえ、福島市の空き家対策の課題を5つ抽出しました。

抽出された
5つの課題

実態
調査

現状 将来
予測

第1期
計画

課題１ 利用目的のない空き家数の増加

課題2 管理不全空き家の通報・苦情への対応

課題3 相続や売却等による問題解決が停滞するケースが顕在化
課題4 空き家バンクの認知度向上の必要性
課題5 除却・利活用を促す取り組みの必要性

５
つ
の
課
題 

５
つ
の
課
題 

●空き家情報の提供　●良好な地域生活環境の保全協力
●空き家の地域での利活用地域の役割

●空き家の適正な管理への対応
●空き家の解消・利活用の協力
●市場流通化の促進への協力

◆市長（会長）
◆有識者
　（法務、不動産、建築、都市・地域政策）
◆住民自治
　（市自治振興協議会、町内会連合会）
◆行政（福島地方法務局、福島市）

○空家等対策計画の策定・改定・実施
○特定空家等に関する措置
○その他空き家対策
　の実施　など

●空家等対策計画の策定
●空き家に関する相談窓口の設置
●空き家等に関する対策の実施
●対策の実施に関する支援

行政の役割関係団体の役割

情報提供・技術的支援・市場流通化促進

空き家対策の実現に向けて！

空き家対策の実施体制

[庁内組織体制 ][ 福島市空家等対策協議会 ]

[ 福島市における空き家等対策に関する連携協定の概要 ]

《委員》
♦副市長
♦関係部長
（危機管理、政策調整、財務、商工観光、農政、
市民・文化スポーツ、環境、建設、都市政策、消防）

地域共創課　財政課　資産税課
開発建築指導課　予防課

危機管理室　財政課　資産税課　納税課
環境課　ごみ減量推進課　路政課　道路保全課
都市計画課　開発建築指導課　予防課

地域共創課　財政課　産業雇用政策課
商工業振興課　企業立地課　観光交流推進室
農業企画課　定住交流課　都市計画課
開発建築指導課
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福島市特定空家等に関するガイドライン

特定空家等に該当するか否かの判断

（令和 3年度）

所有者等の役割

●空き家の適正な管理
●空き家化の予防
●管理不全状態の防止・解消
●空き家の解消・利活用
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第2期

行政 福島市

金融 東邦銀行 法務福島県弁護士会福島支部

法務福島県司法書士会

法務福島県行政書士会

不動産福島県土地家屋調査士会

不動産福島県不動産鑑定士協会

福祉 福島市シルバー人材センター

建築 福島県建築士会福島支部

不動産 全日本不動産協会福島県本部

不動産 福島県宅地建物取引業協会福島支部

相
互
連
携
・
協
力

関係機関が連携・地域一体となった空き家等対策の推進
◆市民啓発　◆市民等相談　◆売却・賃借　◆維持管理　◆リフォーム・耐震化　◆不動産評価
◆所有者等啓発　◆相続・登記　◆除却・跡地利用　◆除草・伐採　◆住宅診断　◆資金調達

取組事項
市民や所有者等への啓発・相談等
空き家等の流通及び活用の促進
空き家等対策に関する情報共有・発信
空き家等の発生予防や適正管理の推進
空き家等の権利関係に関する相談等

締結後の具体的な取組み(例)
●合同「空き家相談会」の開催
●相談等に対する円滑な取次ぎ・紹介
●各団体の取組みの相互発信　など

基本方針１

空き家の発生抑制

情報提供



空き家を地域の資源として位置づけ、多様な利活用や流通を促進すること
により、地域の活性化を図ります。基本方針 2

●所有者責任の明確化・
 管理意識の啓発
●通報・相談窓口の設置
●民間団体等と連携した
 合同相談会の実施
●空き家講習会・
 セミナー等の実施 など

●管理不全空き家への対策
●特定空家等に対する措置
●空き家の除却補助等の検討
●計画的な空き家実態調査の実施
●空き家データベースの運用
●関係機関・団体と連携した対応
●他法令による措置　など

●空き家バンクによる流通促進
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 リフォーム補助等の検討
●地域等による空き家の活用
●空き家の除却及び除却後の
 跡地利用の検討　など

空き家の流通
及び利活用の促進

2017年（平成29年）3月に「第１期福島市空家等対策計画」を策定し、
「空家等発生予防」、「空き家の把握と連携体制構築」、「管理不全の空家
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